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研究要旨 
 本研究は、安全衛生に配慮したテレワークを社会で推進することを目的に、3 つの課題を設
定している。本研究班では、3 つ目の課題にあたる「安全衛生に配慮したテレワークの具体的
介入策の検討と好事例の収集」の身体活動促進に着目した検討を進めている。具体的な研究成
果は下記の通りである。 
研究Ⅰ．テレワーク労働者の運動機能向上を目指した多要素介入プログラムの開発と予備的検
討：関東圏 1 社で週 1 回以上在宅勤務する 30～59 歳のテレワークに従事している男女 8 名
（男性 6 名、51.5±5.7 歳）を対象とし、テレワーカーの身体活動量増加と運動機能向上を図
る単群介入試験を実施した。介入内容は、オンライン教材を用いた講義・体操、slack を用いた
支援、チーム内でのピアサポート支援、職場の歩幅メジャーの設置、作業姿勢分析・作業環境
改善であった。動画コンテンツは、令和 5 年度のインタビュー結果（テレワーカーにおける身
体活動の促進要因：フォーカスグループインタビュー）に基づき、体力に応じて自宅や職場で
できる運動メニューやテレワーク時の生活習慣などを作成した。主要評価項目は最大一歩幅、
副次評価項目は 30 秒椅子立ち上がりテスト (CS-30)、足趾把持力、２ステップ値、握力であ
った。介入の結果、プログラム実施前後の最大一歩幅が 10.0±9.3 cm 有意に増加した。 
研究Ⅱ．包括的・多要素の職業的ライフスタイル介入がテレワーカーにおける身体活動、筋骨
格系健康、職場環境に及ぼす影響：クラスターランダム化比較試験：週 1 回以上在宅勤務する
18～64 歳のテレワーカーを対象とし、テレワーカーの職業的ライフスタイル改善に向けたクラ
スターランダム化比較試験を実施した。研究参加企業は 6 社であり、研究参加登録者は 334 名
［介入群 170 名（3 社、6 クラスター）、対照群 164 名（4 社、6 クラスター）］であった。介入
期間は 12 週間で、介入プログラムは個人的戦略（オンライン講義、フィードバック、定期的
なメール配信）、社会文化環境戦略（歩数競争）、物理的戦略（ポスター、卓上ポップ）、組織的
戦略（管理職者からのメッセージ）であった。身体活動量の変化について、解析対象者として
の条件を満たさない対象者を含めた解析結果では有意差は認められていない。今後、解析対象
者としての条件を満たすかどうかを精査したうえで、解析を進める予定である。 
 
 
Ａ．研究目的 

本研究では、安全衛生に配慮したテレワー
クを社会で推進することを目的に、3 つの課
題を設定している。 

課題①：テレワークの状況（頻度、作業環境、
事業者の安全衛生管理状況等）の把握 
課題②：テレワークの健康影響（身体活動量の
低下、筋力低下、関節の不調等）の解明 
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課題③：安全衛生に配慮したテレワークの具
体的介入策の検討と好事例の収集 

本研究班では、課題③の身体活動促進に着
目した検討を進めており、2024年度はテレワ
ーカーに特化した予備検討（研究Ⅰ）を進める
とともに、課題③-A（作業環境改善）および③
-C（体操・ストレッチ実施）の研究班と協力し、
テレワークを導入している企業を対象とした
クラスターランダム化比較試験（研究Ⅱ）を実
施した。 
研究Ⅰ．テレワーク労働者の運動機能向上を
目指した多要素介入プログラムの開発と予備
的検討 
研究Ⅱ．包括的・多要素の職業的ライフスタイ
ル介入がテレワーカーにおける身体活動、筋
骨格系健康、職場環境に及ぼす影響：クラスタ
ーランダム化比較試験 

 
Ｂ．研究方法 
研究Ⅰ．テレワーク労働者の運動機能向上を
目指した多要素介入プログラムの開発と予備
的検討 

関東圏1社で週1回以上在宅勤務する30～59
歳のテレワークに従事している男女8名（男性
6名、51.5±5.7歳）を対象とし、テレワーカー
の身体活動量増加と運動機能向上を図る単群
介入試験を実施した。介入内容は、オンライン
教材を用いた講義・体操、slackを用いた支援、
チーム内でのピアサポート支援、職場の歩幅
メジャーの設置、作業姿勢分析・作業環境改善
であった。動画コンテンツは、令和5年度のイ
ンタビュー結果（テレワーカーにおける身体
活動の促進要因：フォーカスグループインタ
ビュー）に基づき、体力に応じて自宅や職場で
できる運動メニューやテレワーク時の生活習
慣などを作成した。本研究課題については、東
京科学大学研究倫理委員会の承認を得た。 

研究Ⅱ．包括的・多要素の職業的ライフスタイ
ル介入がテレワーカーにおける身体活動、筋
骨格系健康、職場環境に及ぼす影響：クラスタ
ーランダム化比較試験 

週1回以上在宅勤務する18～64歳のテレワ
ークを対象とし、テレワーカーの職業的ライ
フスタイル改善に向けたクラスターランダム
化比較試験を実施した。研究参加企業は6社で
あり、研究参加登録者は334名［介入群170名
（3社、6クラスター）、対照群164名（4社、6
クラスター）］であった。介入期間は12週間で、
介入プログラムは個人的戦略（オンライン講
義、フィードバック、定期的なメール配信）、
社会文化環境戦略（歩数競争）、物理的戦略（ポ
スター、卓上ポップ）、組織的戦略（管理職者
からのメッセージ）であった。本研究課題につ
いては、（公財）明治安田厚生事業団体力医学
研究所研究倫理委員会の承認を得た。 
 
Ｃ．研究結果 
研究Ⅰ．テレワーク労働者の運動機能向上を
目指した多要素介入プログラムの開発と予備
的検討 

分析の結果、プログラム実施前後の最大一
歩幅（主要評価項目）が10.0±9.3 cm有意に増
加し、2ステップ値が0.1±0.1 cm、握力が1.2
±1.4 kg、プログラム実施後に有意に増加した。 
研究Ⅱ．包括的・多要素の職業的ライフスタイ
ル介入がテレワーカーにおける身体活動、筋
骨格系健康、職場環境に及ぼす影響：クラスタ
ーランダム化比較試験 

ベースラインの測定を完了した参加者（324
名）の平均年齢は43.2歳、女性が95名（29%）、
大学・大学院卒が246名（75%）であった。身
体活動量の変化について、解析対象者として
の条件を満たさない対象者を含めた解析結果
では有意差は認められていない。今後、解析対
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象者としての条件を満たすかどうかを精査し
たうえで、解析を進める予定である。なお、本
研究における、プロトコルについては、2025年
3 月 18 日 、 国 際 誌 Journal of Occupational 
Healthに掲載された。 
 
Ｄ．考察 

これまでの研究成果から、個人戦略、社会文
化的環境戦略、物理的環境戦略、組織戦略によ
って構成される包括的・多要素の身体活動促
進プログラムの実施可能性および有効性が示
唆されている1-3)。しかしながら、テレワーク環
境下では、オフィスへの通勤が生じないこと
から、通勤に伴う身体活動量の増加が見込め
ず、また、オフィス内における物理的環境戦略
が取れないことは明白である。そのため、リモ
ートワーカーに特化した介入プログラムを開
発する必要があった。 

そこで、研究Ⅰでは、テレワーク労働者の運
動機能向上を目的とした多要素介入プログラ
ムを開発し、その効果検証に向けた予備的検
討を行った。本研究は少数の検討ではあるも
のの、最大一歩幅の改善がみられ、テレワーク
労働者の運動機能の向上効果が示唆された。
テレワークの生活に合わせた体操や作業姿勢
等の動画、目標設定や取り組み状況のフィー
ドバック、職場への働きかけにより、対象者が
継続してプログラムに取り組むことができた
と考えられる。また、研究Ⅰでは、リモートワ
ーカーを対象とした動画コンテンツとして、
体力に応じて自宅や職場でできる運動メニュ
ーを作成した。課題③-C（体操・ストレッチ実
施）の研究班で準備されるコンテンツと合わ
せることで、より多くのニーズに応えられる
介入要素を用意することができた。これらの
研究成果を踏まえ、研究Ⅱのプロトコルが作
成され、クラスターランダム化比較試験が開

始されることとなった。 
研究Ⅱでは、包括的・多要素の職業的ライフ

スタイル介入がテレワーカーにおける身体活
動、筋骨格系健康、職場環境に及ぼす影響を検
討した。現在、解析対象者としての条件を満た
すかどうかを精査したうえで、解析を進めて
いる。我々の知る限り、テレワーカーの健康リ
スクに包括的に取り組むアプローチはこれま
で存在しない。本研究は、テレワーカーの多面
的健康リスクに体系的に取り組む試みとして
新規性が高く、本研究の知見は産業保健分野
において非常に貴重である。 
 
Ｅ．結論 

研究分担者らは、テレワーク労働者の運動
機能向上および身体活動促進を目指した多要
素介入プログラムの開発と予備的検討を行っ
てきた。包括的・多要素の職業的ライフスタイ
ル介入がテレワーカーにおける身体活動、筋
骨格系健康、職場環境に及ぼす影響を検討し
たクラスターランダム化比較試験の結果につ
いては、今後、解析対象者としての条件を満た
すかどうかを精査したうえで、解析を進める
予定である。 
 
Ｆ．健康危険情報 

総括研究報告書にまとめて記載。 
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